
人権教育開発事業

基本的人権の尊重の精神を高め、一人一人を大切にした教育を推進する観点から、以下の事業等を総合的に実施し、学校教育における

人権教育の開発を進める。

趣
旨

学校教育における人権教育の総合的実施

＜事業内容＞
①学校、家庭、地域社会が一体となった教育上の総合的な取組を都道府県教育委員会との連携・協力の下で推進し、基本的人権尊重の

精神を高め、一人一人を大切にした教育の充実に資することを目的として、実践的な研究を行う。
②学校における人権教育に関する指導方法の改善及び充実に資することを目的として、モデル校を指定し、実践的な研究を行う。

＜対象＞ 都道府県教育委員会等（４７地域）

人権教育に関する事業等の実践・成果や第三次とりまとめの内容も踏まえ、学校における人権教育の在り方等について調査研究を
行うための会議を開催する。

人権教育研究推進事業【委託事業】 ４６百万円（４６百万円）

学校における人権教育の在り方等に関する調査研究【事務費】 ５百万円（ ５百万円）

【これまでの経緯・取組】
①「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」の制定（平成１２年１２月）

→    国、地方公共団体及び国民の責務の明確化と必要な措置の規定により、人権教育及び人権啓発の施策を推進。「人権教育及び人権
啓発に関する基本的な計画」の策定（第７条）、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策についての国会への報告（第８条）など

②「人権教育・啓発に関する基本計画」の策定（平成１４年３月）
→ 学校における人権教育については、「指導方法の改善を図るため、効果的な教育実践や学習教材などについて情報収集や調査研究を

行い、その成果を学校等に提供していく」旨決定
③人権教育の指導方法等の在り方について

→ 第一次とりまとめ（平成１６年６月）
第二次とりまとめ（平成１８年１月）
第三次とりまとめ（平成２０年３月）

④「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（平成２８年６月）及び「部落差別の解消の推進に
関する法律」（平成２８年１２月）の制定
→ いわゆるヘイトスピーチや部落差別の解消するための教育について規定

令和２年度要求・要望額 ５１百万円
(前年度予算額 ５１百万円)

参考資料２


